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Abstract
This study analyzes the effect of immigration on the native generational welfare 
through the pay-as-you-go pension system by incorporating the costs of assimilation 
borne by the next generation. We compare the effects caused by admitting immigrants 
under the four different pension systems: deﬁned-contribution, deﬁned-beneﬁt, and the 
two deﬁned-return-ratio pension systems. According to the analysis using a numerical ex-
ample, the deﬁned-return-ratio pension system where the ratio of the pension beneﬁt to 
the wage of working generation is kept constant decreases the variability of generation 






































Razin and Sadka （1999） では、未熟練労働者の受け入れることで保険料収入が増えるため原住
者は便益を得ること、その上、移入してきた移民者もある一定条件の下では年金制度を通じて便







ないことを示している。また Jinno （2011） は、移民者の子どもは受け入れ国に同化するために追
加的なコストを支払わなければならないと仮定し、明示的に同化コストをモデル内に組み入れて
いる。その上で、原住者の移民受け入れによる純便益がプラスになる条件を導いている。
ただし、Razin and Sadka （1999）、Krieger （2004）、Jinno （2011） では、小国開放経済を仮定して
いるため、移民受け入れによって賃金率が低下するような閉鎖経済の設定では分析されていな
い。この点はRazin and Sadka （2000） で拡張されおり、閉鎖経済における移民受け入れ効果を
Cobb-Douglas方式とCES方式の生産関数で比較分析している。結果として、移民受け入れによ
る賃金率の低下の影響が大きく、多くの世代の厚生は低下することが示されている（1）。ただし、

















民受け入れによる影響に関しては、同化コストや賃金率の変化だけでなく、Lagos and Lacomba （2005） によ








いる（Brücker and Jahn （2010）、Borjas （2003） など）。そこで、本稿では、移民受け入れ数がある程度多く





































（ 4） 政治的な選択を分析したものには、Scholten and Thum （1996）、Haupt and Peters （1998）、Krieger （2006） など
がある。制度による影響に注目したものには、Wagener （2003）、Oshio and Yasuoka （2008） や、Miyazato 
（2010） などがある。Wagener （2003） は、不確実性が存在する経済において保険料率一定方式と給付額一定
方式を比較し、後者のほうが好ましいことを示している。Oshio and Yasuoka （2007） でも、両者の比較が試
みられている。Miyazato （2010） は、所得代替率（現役世代の賃金率に対する給付率）はどの程度が好まし

































（ 5） 能力の高低により同化コストも変化することが考えられる。さらにLazear （1999） が指摘するように、受け
入れ国内に存在する移民者の数に応じて同化するためのコストが変化することも考えられる。これらの点
は、今後の課題としたい。






















































場合、可処分所得は (1–eim,t –ϕ )wt (1–θ t)となる。
一方、未熟練労働者は未熟練労働者になるために費やすべき時間は必要なく、同化コストも存




















原住者も移民者も、消費に対する選好は同じであり、労働期の消費量 （cix,t） と引退期の消費量 
（d ix,t） のみから効用を得ると仮定する（x=n or m）。効用関数は、コブ･ダグラス方式を仮定し、
以下のように特定化する。
（ 8） もし、ϕ ≥ 1 – qが成立する場合、すべての移民者の子どもは未熟練労働者になる。このような場合を排除す











ここで rtは利子率、bix,tは第 t期に第 i番目の原住者、あるいは移民者に支給される年金給付額、












































































































































































している柳原・加藤 （2006） と同じような値になる（柳原・加藤 （2006） では0.85である）。資本
分配率と人口成長率は先行研究にならい、0.3、および0％を用いた。保険料率は18.3％、未熟練
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多期間・CD 多期間・CD 二期間・CD 多期間・CD
多期間・
CD
割引率 0.980392157 0.99 1.137298 0.998502 0.85 0.986 0.99
資本分配率 0.35 0.287 0.376261 0.3 0.3 0.391 0.362
規模の
パラメータ
－ 1.148 0.736072 － 4.65 1 －
人口成長率
『日本の将来
推計人口』
0％
『日本の将来推
計人口』
『日本の将来
推計人口』
『日本の将来
推計人口』の
単純平均
0％ 0％
注） 人口成長率における『日本の将来推計人口』は、国立社会保障・人口問題研究所発行の『日本の将来推計人口』におけ
る推計値を用いていることを意味している。
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表3　内生変数の初期値
内生変数 値
労働力率 0.628 
資本労働比率 3.074 
1+利子率 1.394 
賃金率 10.000 
年金給付額 1.148 
所得代替率 0.141 
注） 労働力率とは、総労働人口に対する効率単位の労働供給量である。また、利子率は年換算するとおよそ1.11％になる（1
期を30年としている）。最後に、所得代替率は実際の値よりも小さい値を示している。これは、定性的な分析を重視し、
年金収入に国庫負担分を組み込まず、保険料率を18.3％に固定したためである。
表3-1　感度分析
割引率 0.741 
内生変数 値
労働力率 0.628 
資本労働比率 2.683 
1+利子率 1.534 
賃金率 9.599 
年金給付額 1.102 
所得代替率 0.141 
各最初の外生変数を変更した場合の内生変数の変化を見ている。各変数ともそれほど大きな変化はないことが示されている。
　
資本分配率 0.400 
内生変数 値
労働力率 0.628 
資本労働比率 3.217 
1+利子率 2.024 
賃金率 9.765 
年金給付額 1.121 
所得代替率 0.141 
　
人口成長率 0.050 
内生変数 値
労働力率 0.628 
資本労働比率 2.867 
1+利子率 1.464 
賃金率 9.793 
年金給付額 1.181 
所得代替率 0.148 
　
生産関数の規模パラメータ 11.199 
内生変数 値
労働力率 0.628 
資本労働比率 3.541 
1+利子率 1.394 
賃金率 11.429 
年金給付額 1.312 
所得代替率 0.141 
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図1　人口に対する移民ストック割合（％）
注）World Bank Data（http://databank.worldbank.org）よりダウンロード。2015/11/20付け。
図2　原住者のNBと各世代のIM
注） ゼロ期に移民者を受け入れた影響を各世代厚生に注目してまとめている。横軸は期を、縦軸は初期世代の世
代厚生を基準としたかい離を表している。図における各方式名の下の（　）内の数値はNBを表している。
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図3　移民受け入れ割合と純便益の関係
注） 横軸は原住者に対する移民者の割合を、縦軸は現在価値で表した純便の値を表している。給付率一
定2方式以外は、純便益は移民者の割合の増加とともに減少する傾向が見いだせる。その一方で、
給付率一定2方式のみ、純便益が移民者の割合の増加とともに増加する傾向がみられる。
図4　保険料一定方式における同化コストの影響
注） 縦軸は純便益の値、横軸は移民者を受け入れる期をゼロ期とした期を表している。同化コストが上段から
0.0、0.1、0.2、0.3、そして0.4の場合を比較している。（　）の値は現在価値で表された純便益であり、各期
の下にかかれた数字は、各期に労働期を迎える世代厚生において、移民者がなかった場合との比較したかい
離値を表している。以下同じ。
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図5　給付額一定方式における同化コストの影響
図6　給付率一定方式1における同化コストの影響
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図7　給付率一定方式2における同化コストの影響

